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定年と人事管理



定年制の２つの機能

定年制

従業員が一定年齢に到達したときに自動的か
つ無差別に雇用関係を終了させる制度＝年齢に
よる解雇

定年制の２つの機能

企業：定年年齢」による雇用関係の終了

従業員：定年年齢までの雇用機会の確保



定年と定年延長①
戦後、長期にわたり５０歳や５５歳に設定

平均寿命の伸長の結果、定年年齢と職業生活からの引
退年齢の乖離が拡大

 １９７０年代後半から定年延長に対する社会的な要請が
強まる

 ５５歳定年が主流であった大企業では、８０年代に定年
年齢の延長が加速し、６０歳定年が普及



定年と定年延長②
定年制

単独の人事制度としでなく、採用管理、昇進昇格管理、処
遇管理など他の人事処遇制度と相互補完的な関係にある

→定年制の変更は他の人事制度の変更を要する

55歳定年の60歳定年への引き上げは他の人事制度の改
革を必要とした

55歳定年と60歳定年ではその機能が大きく変化

55歳定年＝キャリアや処遇のピーク時期
60歳定年＝定年前にキャリアや処遇のピーク時期
（賃金カーブの見直し、役職定年、出向など）



高齢者雇用にかかわる
従来のルール



高年齢者雇用確保措置義務年齢の段階的引上げ



高年齢者雇用安定法に基づく企業の取組状況



企業のこれまでの対応（とりわけ大企業）

 60歳定年を維持し、つまり定年延長でなく、 選択型継続雇用
制度で65歳までの雇用機会の確保

選択型継続雇用制度下でも継続雇用希望者の中で継続雇用さ
れなかった者は少ない

 60歳定年前に退職する者も少なくない（含む、出向、再就職あっ
せん）

選択型継続雇用制度

勤務延長制度よりも再雇用制度が多い

継続雇用では短時間勤務（短日数＋短時間）も導入

勤務延長制度に比べ再雇用制度は処遇水準の低下幅が大き
い



定年到達後の賃金管理とその課題

賃金（定年前より引き下げ、60歳時点の6割程度以下など）＋在
職老齢年金＋高年齢雇用継続給付（雇用保険による、60歳時比
べて25％以上賃金が下がった場合で65歳まで）の組み合わせ

→週20時間以上30時間未満の短時間勤務＝年金の支給停止が
なく、高齢者雇用継続給付が支給

人事管理上の課題

仕事の開発（とりわけ管理職）

仕事意欲の維持向上など

今後の課題

2013年から比例報酬部分の支給開始年齢の引き上げ

短時間勤務者への年金の適用拡大



55歳以上の退職者の状況：定年有企業
（厚生労働省「平成２０年高年齢者雇用実態調査」）



定年到達者の就業状況
（厚生労働省「平成２０年高年齢者雇用実態調査」）



継続雇用者の賃金
（厚生労働省「平成２０年高年齢者雇用実態調査」）



継続雇用者の就業形態（事業所割合）
（厚生労働省「平成２０年高年齢者雇用実態調査」）



継続雇用した短時間勤務者の勤務形態
（厚生労働省「平成２０年高年齢者雇用実態調査」）



高齢者雇用にかかわる新しい
ルール



高齢者雇用と厚生年金の支給開始年齢の関係

厚生年金（定額部分）の支給開始年齢の６５歳歳への段階的
引き上げが（３年毎に１歳の引き上げ）、男性に関しては２００１
年から開始。２０１３年からは報酬比例部分の支給開始年齢の
引き上げも始まり、２０２５年には６５歳支給開始に。

→６０歳代前半層の所得確保が政策課題に

→６０歳から６５歳への定年年齢の引き上げなどが課題となる

←労働力人口の減少と就業率向上





高齢者雇用の新ルールの下での３つの
対応策

定年廃止

定年延長

継続雇用：希望者全員継続雇用



企業の対応（特に大企業）
従来の取り組みを継承し、希望者全員を継続雇用する仕組みへの変更

定年延長を選択する企業は少ない

→定年延長では、人事処遇制度全体の見直しを要するため

個別の対応策は多様

具体的対応策、継続雇用者を限定できないことへの対応を含めて

60歳定年前におけるキャリアカウンセリング、キャリア選択機会の導入、強化

社外への転身支援を含めて

継続雇用者のための仕事開発

多様な勤務パターンの導入（労働時間、処遇制度、請負契約など）

仕事意欲維持

定年後の処遇低下幅の軽減

処遇低下のちに貢献に応じて処遇向上の仕組みを導入など



企業環境の変化の人材活用の課題



定年年齢までの雇用機会の提供が難しい市場環境に
 定年年齢の引き上げ＝企業が社員に提供すべき雇用機会の長期化

 市場環境や技術構造などの持続的・非連続的変化、変化に関する不確
実性の増大

→企業の存続確率の低下

→企業が必要とする人材要件の持続的・非連続的変化

→定年年齢の引き上げ＝社員に提供すべき雇用期間の拡大

→長期継続雇用維持の難しさの増大

→長期継続雇用を維持する前提として、職務遂行能力の柔軟性や転
換能力を支える高い学習意欲・学習能力の持続が社員に求められる＝
「理論的知識」が重要に

→特定企業での雇用継続に加えて、転職による雇用継続の重要性が
高まる

→異業種間・異職種間の転職支援



人事管理の課題①
キャリアのいくつかの節目での企業外を含めた
キャリア選択機会の提供が重要に

 30歳代半ばや50歳前後など

企業が将来のキャリアや仕事像などの情報を可能な範囲で
示して、社員が選択や自己投資の方向を決めることができる
ようにする

企業と社員の相互選択によるキャリア形成へ

転職支援ビジネスを活用した転職支援

人事や上司に知られずに転職活動を可能とする仕組み
の導入など



人事管理の課題②
継続的な学習機会の提供

 ＯＪＴで獲得した実務知識を高度なＯｆｆ-ｊｔで理論的に整
理することが重要に

 「今」の仕事に役立つ能力だけでなく、「将来」の仕事に
も役立つ能力の獲得が重要に＝ハウツーでなく、理論
的な知識

 「学習する社員」を評価する仕組みの導入が大事に

職場風土の改革が不可欠：学習のための時間と機会の
提供を


